
© Good Job & Career（清新社会保険労務士事務所） 

社労士トレイン 

＜2020 年 合格目標＞ 

社会保険労務士試験対策 
 

労働安全衛生法 
 

全問題と解答解説 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



不許複製／禁無断転載                                GoodJobandCareer.net 

 1 

 社会保険労務士試験 対策アプリ  
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＜主な特徴＞ 

・平成元年以降に出題された過去約３０年分の過去問を徹底的に分析し、最新

の出題傾向に合わせた予想問題を出題 

・条文順に問題を解くパネル式と、ランダムに問題を解くシャッフル式の二種

類の出題形式を選択可能 

・科目ごとに正解数や正答率が一覧表示されるため、現在の知識レベルや苦手

科目の確認が容易 

・問題文を１２０文字以内に制限しているため、出題の意図や要点の把握がし

易く、テンポよく解答が可能 

・挑戦数や正解数に応じて社会保険労務士会員徽章を模した「SR バッジ」が

表示され、モチベーションのアップを後押し  
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■労働安全衛生法 
 問題 答え 解説 該当条文 

1 

労働安全衛生法は、労働災害の

防止のための危害防止基準の

確立、責任体制の明確化及び自

主的活動の促進の措置を講ず

ること等により職場における

労働者の安全と健康を確保す

るとともに、快適な職場環境の

形成を促進することを目的と

している。 

○ 

適切である。 1 条 

2 

労働安全衛生法における「労働

者」とは、同居の親族のみを使

用する事業又は事務所に使用

される者及び家事使用人も含

む、労働基準法第９条に規定す

る労働者をいう。 

× 

「同居の親族のみを使用する

事業又は事務所に使用される

者及び家事使用人」は除かれて

いる。 

2 条 2 号 

3 

労働安全衛生法における「事業

者」の定義は、労働基準法にお

ける「使用者」の定義と同じで

ある。 
× 

労働安全衛生法における「事業

者」の定義は、労働基準法にお

ける「使用者」とは異なる概念

であり、「事業を行う者で、労

働者を使用するものをいう」で

ある。 

2 条 3 号 

4 

建設物を建設し、又は設計する

者は、これらの物の建設に際し

て、これらの物が使用されるこ

とによる労働災害の発生の防

止に資するように努めなけれ

ばならない。 

◯ 

適切である。その他、「機械、器

具その他の設備を設計し、製造

し、若しくは輸入する者」又は

「原材料を製造し、若しくは輸

入する者」にも同様の努力義務

が課されている。 

3 条 2 項 

5 

常時１００人以上の労働者を

使用する製造業の事業場にお

いては、総括安全衛生管理者を

選任しなければならない。 

× 

製造業の場合は、「常時１００

人以上」ではなく、正しくは、

「常時３００人以上」である。 

（令２条） 

10 条 1 項 
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 問題 答え 解説 該当条文 

6 

事業者は、事業場の業種及び規

模に応じて、総括安全衛生管理

者を選任しなければならない

が、総括安全衛生管理者は、当

該事業場において、その事業の

実施を統括管理する者であれ

ばよく、特別の資格、免許等は

必要ない。 

○ 

適切である。 10 条 2 項 

7 

労働基準監督署⾧は、労働災害

を防止するため必要があると

認めるときは、総括安全衛生管

理者の業務の執行について事

業者に勧告することができる。 

× 

「労働基準監督署⾧」ではな

く、正しくは、「都道府県労働

局⾧」である。 

10 条 3 項 

8 

常時５０人以上の労働者を使

用する清掃業の事業場におい

ては、安全管理者を選任しなけ

ればならない。 

○ 

適切である。 

（令３条） 

11 条 1 項 

9 

安全管理者は、少なくとも毎週

１回作業場等を巡視し、設備、

作業方法又は衛生状態に有害

のおそれがあるときは、直ち

に、労働者の健康障害を防止す

るため必要な措置を講じなけ

ればならない。 

× 

毎週１回作業場等を巡視する

義務があるのは、「衛生管理者」

である。「安全管理者」につい

ては、同じように作業場等の巡

視義務が課されているが、毎週

１回のように頻度については

規定されていない。 

（則 6 条 1 項、則 11 条 1 項） 

11 条 1 項 

10 

事業者は、業種を問わず、常時

５０人以上の労働者を使用す

る事業場ごとに、衛生管理者を

選任しなければならないが、常

時１，０００人を超える労働者

を使用する事業場では、そのう

ち少なくとも１人は専任の衛

生管理者でなければならない。 

○ 

適切である。 

（則 7 条 1 項 5 号） 

12 条 1 項 
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 問題 答え 解説 該当条文 

11 

事業者は、常時３００人以上の

労働者を使用する事業場ごと

に、医師のうちから産業医を選

任し、その者に労働者の健康管

理等を行わせなければならな

い。 

× 

「常時３００人以上」ではな

く、正しくは、「常時５０人以

上」である。 

（令５条） 

13 条 1 項 

12 

坑内における業務、深夜業を含

む業務、病原体によって汚染の

おそれが著しい業務等の有害

な業務に、常時５００人以上の

労働者を従事させる事業場に

あっては、その事業場に専属の

産業医を選任しなければなら

ない。 

○ 

適切である。 

（則 13 条 1 項 3 号） 

13 条 1 項 

13 

産業医は、毎月１回作業場等を

巡視しなければならないが、事

業者から、毎月１回以上、一定

の情報の提供を受けている場

合であって、事業者の同意を得

ているときは、少なくとも２ヵ

月に１回とすることができる。 

○ 

適切である。 

（則 15 条 1 項） 

13 条 1 項 

14 

事業者で、一の場所において行

う事業の元方事業者のうち、建

設業又は造船業を行う者（以下

「特定元方事業者」という。）

は、その労働者及び関係請負人

の労働者が当該場所において

作業を行うときは、元方安全衛

生責任者を選任しなければな

らない 

× 

「元方安全衛生責任者」ではな

く、正しくは、「統括安全衛生

責任者」である。 

15 条 1 項 
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 問題 答え 解説 該当条文 

15 

事業者は、作業環境測定士であ

るものを衛生委員会の委員と

して指名することができるが、

当該作業環境測定士は、必ずし

も当該事業場の労働者である

必要はない。 

× 

当該事業場の労働者でなけれ

ばならない。 

18 条 3 項 

16 

元方事業者は、関係請負人又は

関係請負人の労働者が、当該仕

事に関し、労働安全衛生法又は

これに基づく命令の規定に違

反していると認めるときは、是

正のため必要な指示を行なわ

なければならないが、この規定

に違反した場合の罰則は設け

られていない。 

○ 

適切である。 29 条 2 項 

17 

つり上げ荷重１トン以上の移

動式クレーンを製造しようと

する者は、あらかじめ、都道府

県労働局⾧の許可を受けなけ

ればならない。 

× 

「１トン以上」ではなく、正し

くは、「３トン以上」である。 

（令 12 条 1 項 4 号） 

37 条 1 項 

18 

動力により駆動される機械等

で、作動部分上の突起物又は動

力伝導部分若しくは調速部分

に厚生労働省令で定める防護

のための措置が施されていな

いものは、譲渡し、貸与しては

ならないが、譲渡又は貸与の目

的で展示することは差し支え

ない。 

× 

「譲渡若しくは貸与の目的で

展示」することも禁止されてい

る。 

43 条 

19 

事業者は、作業床の高さが２メ

ートル以上の高所作業車につ

いて特定自主検査を行うとき

は、検査業者に実施させなけれ

ばならず、その使用する労働者

に行わせてはならない。 

× 

「その使用する労働者で厚生

労働省令で定める資格を有す

るもの」にも実施させることが

できる。 

45 条 2 項 
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 問題 答え 解説 該当条文 

20 

派遣労働者に対する雇入れ時

の安全衛生教育は、当該労働者

を受け入れている派遣先の事

業者に課せられている。 

× 

派遣労働者に対する雇入れ時

の安全衛生教育は、「派遣先」

ではなく、「派遣元」の事業者

に課せられている。 

（労働者派遣法 45 条） 

59 条 1 項 

21 

事業者は、労働者の作業内容を

変更したときは、安全衛生教育

を行なわなければならないが、

当該事項の全部に関し十分な

知識及び技能を有していると

認められる労働者については、

当該事項についての教育をす

べて省略することができる。 

◯ 

適切である。 

（則 35 条 2 項） 

59 条 1 項 

22 

事業者は、建設用リフトの運転

の業務に労働者を就かせると

きは、特別教育を行わなければ

ならないが、特別教育を行なっ

たときは、当該特別教育の受講

者、科目等の記録を作成して、

これを３年間保存しておかな

ければならない。 

◯ 

適切である。 

（則 38 条） 

59 条 3 項 

23 

事業者は、塩酸、硝酸、硫酸そ

の他歯又はその支持組織に有

害な物のガス、蒸気又は粉じん

を発散する場所における業務

に常時従事する労働者に対し、

当該業務についた後１年以内

ごとに１回、定期に、歯科医師

による健康診断を行なわなけ

ればならない。 

× 

「１年以内」ではなく、正しく

は、「６月以内」である。 

（令 22 条 3 項、則 48 条） 

66 条 3 項 



不許複製／禁無断転載                                GoodJobandCareer.net 

 7 

 問題 答え 解説 該当条文 

24 

都道府県労働局⾧は、労働者の

健康を保持するため必要があ

ると認めるときは、当該事業場

に選任された産業医の意見に

基づき、事業者に対し、臨時の

健康診断の実施その他必要な

事項を指示することができる。 

× 

「当該事業場に選任された産

業医」ではなく、正しくは、「労

働衛生指導医」である。 

66 条 4 項 

25 

事業者は、労働安全衛生法に定

める健康診断の結果に基づき、

健康診断個人票を作成して、こ

れを３年間保存しなければな

らない。 

× 

「３年間」ではなく、正しくは、

「５年間」である。 

（則 51 条） 

66 条の 3 

26 

常時５０人以上の労働者を使

用する事業者は、定期健康診

断、特定業務従事者の定期健康

診断又は歯科医師による健康

診断（定期のものに限る。）を行

なったときは、遅滞なく、定期

健康診断結果報告書を所轄労

働基準監督署⾧に提出しなけ

ればならない。 

◯ 

適切である。 

（則 52 条） 

66 条の 3 

27 

事業者は、休憩時間を除き１週

間当たり４０時間を超えて労

働させた場合におけるその超

えた時間が１月当たり８０時

間を超える労働者に対しては、

労働者からの申し出にかかわ

らず、医師による⾧時間にわた

る労働に関する面接指導を行

わなければならない。 

× 

「労働者からの申し出にかか

わらず」が誤り。本問の面接指

導は「労働者から申し出があっ

たとき」に行わなければならな

い。なお、本問の要件に加え、

「疲労の蓄積が認められる者

であること」も必要である。 

（則 52 条の 2 第 1 項、則 52

条の 3 第 1 項） 

66 条の 8

第 1 項 
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 問題 答え 解説 該当条文 

28 

事業者は、常時使用する労働者

に対し、医師等による心理的な

負担の程度を把握するための

検査を行わなければならない

が、検査を受ける労働者につい

て解雇、昇進又は異動に関して

直接の権限を持つ監督的地位

にある者は、検査の実施の事務

に従事してはならない。 

◯ 

適切である。 

（則 52 条の 10 第 2 項） 

66 条の 10 

29 

厚生労働大臣は、特別安全衛生

改善計画の作成又は変更の指

示をした場合において、専門的

な助言を必要とすると認める

ときは、当該事業者に対し、医

師又は歯科医師による安全又

は衛生に係る診断を受けるべ

きことを勧奨することができ

る。 

× 

「医師又は歯科医師」ではな

く、正しくは、「労働安全コン

サルタント又は労働衛生コン

サルタント」である。 

80 条 

30 

事業者は、労働者が事業場内に

おける負傷より休業したとき

は、遅滞なく、労働者死傷病報

告書を所轄労働基準監督署⾧

に提出しなければならないが、

休業の日数が４日に満たない

ときはこの限りでない。 

◯ 

適切である。休業の日数が４日

に満たないときは、１月から３

月まで、４月から６月まで、７

月から９月まで及び１０月か

ら１２月までの期間における

当該事実について、それぞれの

期間における最後の月の翌月

末日までに提出すればよい。 

（則 97 条） 

100 条 
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